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研究要旨 

目的：世界的にテロの脅威が高まっている中、2020年（令和2年）オリンピック・パラリンピック東京

大会（以下オリパラ）前後でのテロ発生の危険性は高くなると予想される。本研究の目的は、オリ

パラの会場規模や配置等も踏まえた上で、化学テロ発生時の多数傷病者対応や、必要医薬品

の種類・量の再検討、既存の化学災害・テロ対応の資料の再整理、緊急時用医薬品の国家備

蓄及び流通在庫の配送スキームの整理等を行い、我が国における化学テロ対応体制の向上を

図ることに加え、平成 29 年度特別研究事業「2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会等に向

けた化学テロ等重大事案への準備・対応に関する研究」で抽出された新規課題の整理と具体的

な対応策の検討を行うことである。 

研究方法：それぞれのテーマの研究方法につき下記に示す。 

① 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院前）について（阿南英明） 

平成 29 年度に検討した化学テロ現場における本邦関係機関の活動指針の課題に基づき、

世界における最新の知見を踏まえ、安全性を担保しつつ、被害者の救命率を最大化する実

効性のある活動の在り方の提言を、我が国の国情に合わせた内容で作成する。 

② 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院内）について（本間正人） 

各種訓練から医療機関の受け入れの課題を抽出の上、有識者 WG を開催し、医療機関に

おける「3 次救急・災害医療体制が整備された救急医療機関における化学テロ対応標準初

動マニュアル改定案」を作成する。 

③ 化学テロ発生時の必要薬剤の種類・量の再検討について（水谷太郎） 

平成 29 年度研究の書面調査において回答が得られなかった災害拠点病院を対象とする再

調査の実施と、千葉県東葛南部に所在する災害拠点病院および千葉県内の主要医薬品卸

業者、東京都以外のオリンピック主要競技会場近隣に所在する災害拠点病院への解毒剤の

備蓄に関するアンケート調査を新たに実施し、在庫の有無と在庫量の現状を確認した。その

上でサリンによるテロ事態を想定した被害シナリオを作成した。 

④ 化学災害・化学テロ対応に関する資料の収集と新たなテロ対策の構築について（吉岡敏治） 

国内外の研究会・検討会、医学会等を通じて得られた情報から、文献的裏付けの得られた

事実を整理し、物性や毒性等、過去に作成された既存の各種化学剤に関するデータを更新

するとともに、発災時に使用できる概要版を作成する。データが未整理であった第 4 世代神

経剤（ノビチョク）、フェンタニル、リシンについて個々のデータベースを合わせて作成する。

また、神経剤・びらん剤の対応の基本をポスターとして作成し、オリパラ会場近隣の災害拠点

病院等に配布し内容・使用感等についての Web アンケートを実施する。 

⑤ 国家備蓄及び流通在庫の配送スキーム（ロジスティック面含む）について（近藤久禎） 

（1）東京都 23 区以外の開催地域における戦略的配備案と搬送スキームの考案、（2）解毒剤

投与の時間目標を達成するための具体的な指揮命令系統･搬送ツールの検討、（3）作成し

た搬送スキームに基づく訓練シナリオを作成し、解毒剤配備と配送時の連携体制を検討し



 

た。 

研究結果：それぞれのテーマの研究結果につき下記に示す。 

① 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院前）について（阿南英明） 

「化学剤の特性」「事案の想起」「避難・救助」「多様な要救助者対応」「被災者との良好なコミ

ュニケーション」「除染」「防護と検知」「ゾーニング」「現場医療のあり方」「犯罪・テロとしての

特性」の 10 項目について、『化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院前）に関する提言

2018』をまとめた。 

② 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院内）について（本間正人） 

机上訓練からは、医療機関における除染能力の脆弱性、ゲートコントロール前の大行列、除

染前トリアージ判断の困難、除染前トリアージ結果を除染エリア担当者への伝達が困難、水

除染前の大行列、防護衣（PPE）の数の不足、交代要員の不足（防護服の不足）、病院に入

るまでに時間がかかり重症患者の救命困難があげられた。この結果と欧米の最新の知見を

ふまえ、以下の項目について初動マニュアルの改訂を行った。 

１．基本的な考え方（患者の救命率最大化の追求） 

２．個人防護具(PPE)の考え方（曝露リスクに基づく合理的な PPE の選択） 

３．除染の考え方（脱衣と乾的除染の重要性） 

４．ゲートコントロール（迅速な実施と追加的役割） 

５．サーベイ（トキシドロームと放射線検知） 

６．ゾーニング（院内での除染前後の区別） 

７．平時とテロ災害対応の連続性（平時の化学物質中毒対策の延長線としてのテロ対策） 

③ 化学テロ発生時の必要薬剤の種類・量の再検討について（水谷太郎） 

アンケート調査を実施した結果、屋外大型競技会場でのサリン散布シナリオにおいて、解毒

剤のアトロピン製剤（以下アトロピン）、プラリドキシム製剤（パム）を初期投与する状況を想定

し、競技会場から半径 10km 圏内にある災害拠点病院 29 施設へ患者を搬送した場合、各施

設における解毒剤の保有数量は初期および継続投与量に不足が生じる可能性があると考

えられた。また、同様に、屋内大型競技会場におけるサリン散布シナリオでは、競技会場から

半径 10km 圏内にある災害拠点病院 24 施設へ患者を搬送した場合、現行の保有数量では

初期および継続投与量に不足が生じる可能性があると考えられた。 

④ 化学災害・化学テロ対応に関する資料の収集と新たなテロ対策の構築について（吉岡敏治） 

8 類型 25 種類の古典的化学剤と、フェンタニル、リシン、ノビチョクのデータベースを作成し

た。臨床現場において最重要な情報である中毒症状と治療については、概要と詳細に分

け、発災時に時間を掛けずに対応できるように再整備した。除染の項では乾的除染と放水に

よる応急除染、反応性皮膚除染ローション(Reactive Skin Decontamination Lotion: RSDL)に

よる拭い取り除染の意義及び重要性を併記した。また、医療機関向けポスターについてはア

ンケート回収率が低く、正確な検証を行う事は困難であったが、回答のあった全施設から医

療従事者向け情報として配布するという回答が得られており、オリパラに向けた化学テロ対応

に向けて、情報提供に関する一定の有用性が確認された。 

⑤ 国家備蓄及び流通在庫の配送スキーム（ロジスティック面含む）について（近藤久禎） 

解毒剤の 2 時間以内の投与を目標に掲げ、｢二つの矢構想｣を用いて搬送を行う戦略的搬

送スキームとして、全ての開催地における戦略的配置と戦略的供給方法について検討した

結果、国家備蓄を開催都道県に事前に分配配備し、さらにその一部を特定の医療機関等に

初期配置する戦略的配置を考案した。しかし、国家備蓄をあらかじめ東京オリパラ会場近く

に集めておくことは、備蓄を偏らすこととなり、地方（開催会場以外）で大規模テロが起こった



 

場合には対応が困難となることが懸念された。そのため、既存の国家備蓄のみではなく、東

京オリパラ用の解毒剤の確保と準備が重要であることが判明した。また、より具体的な戦略的

供給方法としての｢二つの矢構想｣を考察し、特に東京都では、「一の矢」では緊急走行によ

る陸路搬送で対応することができ、「二の矢」としては、事前分配場所を都内の拠点施設とし

た場合、ヘリを使用した空路搬送で対応できることが分かった。加えて、解毒剤を必要な時

間内に必要量を搬送するための指揮命令系統として、｢NBC テロその他大量殺傷型テロ対

処現地関係機関連携モデル｣に則った都道府県・国共に迅速かつ効果的な体制構築が重

要であり、消防・警察機関のみならず、自衛隊の協力が必要であることが分かった。それに伴

い、実効的な連携体制を進めていくために、自衛隊への訓練参加を条件とした搬送スキー

ムの流れと訓練用フロー図を作成した（検討の詳細事項については安全保障の観点から非

公開とした）。 

結論： 

 本研究により、化学テロ対応等に関する海外の最新の知見や準備・対応状況、国内の体制整

備状況・課題等を踏まえ、現場対応者の安全を確保とより多くの危機的な被災者の救命を両立

させる観点から、効率的・現実的な対応に向けた提言がなされた。特に、時間的概念を含めた対

応へのシフトという意味では、現場での解毒薬投与に向けた自動注射器の準備（コールドゾーン

での医療者による使用のみならず、ホットゾーンで活動する部隊・人員による使用）や、現場にお

ける除染の即応性・迅速性の向上（乾的除染での除染ローションの使用、通常消防装備を用い

た除染等）について、オリパラ前に早急に体制整備を検討する必要があると考える。 

また、各種化学剤に関するデータベースの改訂・新規策定により、最新知見に基づいた対応

が行える形に再整備された。今後は、化学剤のみならず、CBRNE テロ等における包括的な医療

対応について既存資料の整理を行いつつ、現場の幅広い医療従事者が迅速・簡便に活用出来

る形に整理する必要があると考える。 

更に、現状の解毒薬の保有状況を鑑みると、国家備蓄を含む都道府県の枠を超えた医薬品

保有・活用の仕組みが必要であるため、オリパラに向けて国家備蓄の開催都道県への事前配置

を含めた、戦略的配備・搬送スキーム案を策定した。これにより、国家備蓄使用においてより迅速

かつ効果的な体制構築が可能と考える。今後は国家備蓄の戦略的かつ動的・継続的な維持に

向け、科学的知見に基づいたテロ対応シミュレーションモデル等により、様々な発生状況・場所

を想定した配置・配送の最適化の検討を行う必要があると考える。 
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Ａ  研究目的 

2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会

期間中やその前後では、各種テロ発生に備え、

これまでの知見に加えてオリンピック特有の状

況（各種競技の複数会場での同時開催、海外

渡航者を含めた多数の観客）を踏まえた備え

及び対応が必要である。また、北朝鮮におけ

る緊張も高まっており、化学兵器の使用に備

えた体制を構築する必要がある。本研究の目

的は、オリンピックの会場規模や配置等も踏ま

えた上で、化学テロ発生時の多数傷病者対応

や、化学テロ発生時の必要医薬品の種類・量

の精緻化、既存の化学災害・テロ対応の資料

の再整理、緊急時用医薬品の国家備蓄及び

流通在庫の配送スキームの整理等を行い、化



 

学テロ対応体制の向上を図ることに加え、平

成 29 年度特別研究事業「2020 年オリンピッ

ク・パラリンピック東京大会等に向けた化学テ

ロ等重大事案への準備・対応に関する研究」

で抽出された新規課題の整理と具体的な対

応策の検討を行うことである。 

 

 

Ｂ  研究方法 

それぞれのテーマの研究方法につき下記に

示す。 

 

① 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病

院前）について（阿南英明） 

平成 29 年度の「化学テロ等発生時の多数

傷病者対応（病院前）に関する研究」において、

現行の化学災害・テロ現場における関係機関

の活動指針として検討を要すると考えられる

項目として以下の 10 項目が挙げられた。 

① 二次被害防止に加え「多数の救命」の重

要性に関する明確なコンセプトを設定する  

② 各活動に関して時間概念の重要性を強調

する 

③ 避難、脱衣など可及的速やかに実施する

行動を明記する  

④ 資機材に依存しないで実施可能な行為の

提示など段階的除染方法の導入など除染

の階層化を示す 

⑤ 通常の消防装備機能の活用の検討する 

⑥ 近年の研究成果を加味して、対処に関し

て論理的な構築を行う 

⑦ 被災者に対して、自力で行動できる集団

と支援介入すべき集団の存在を認識した

体制構築をする 

⑧ 被災者と救助者のコミュニケーションを意

識した接触・誘導方法を検討する 

⑨ 通常事故災害とは異なる現場の医療の在

り方に関する課題と解決策を検討する 

⑩ 作為的行為である化学テロの犯罪捜査と

の連携の重要性を再認識する 

これらに基づいて提言項目を作成した。提

言の内容に関しては、海外で示されている新

知見や実験検証結果を参考にして、我が国の

国情に合わせた内容を作成した。 

 

② 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病

院内）について（本間正人） 

本研究では、現行の化学災害・テロの医療

対応上の課題を抽出するため、三段階の検討

を行った。 

検討①：机上訓練 

政令指定都市消防機関と化学テロを想定した

机上訓練を実施し、医療機関の受け入れの

課題について参加者より抽出した。 

検討②：総合訓練 

厚生労働省委託事業「NBC 災害・テロ対策研

修」の総合訓練から得た医療機関の受け入れ

の課題について抽出した。 

検討③：WG 

有識者によるワーキンググループ(WG)を開催

し、「救急医療機関における化学テロ対応標

準初動マニュアル改定案」（以下改訂案）を作

成した。 

 

 また、別途高橋研究協力者による研究にお

いて、CHEMM-IST の説明文、各項目、判別

結果等の内容を邦訳し、リーフレットを作成す

る（図 1）。更に本リーフレットをオリパラ会場近

隣の災害拠点病院等 109 施設に配布し、内

容・使用感等についての Web アンケートを実

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

図 1. CHEMM-IST 使用マニュアル（リー

フレット） 

 

注）CHEMM-IST(Chemical Hazards 

Emergency Medical Management - 

Intelligent Syndromes tool)：米国保健福

祉省のもとで医学・危機管理・毒物学等

の専門家によって開発され、インターネ

ット上で無償公開されている化学剤推

定補助ツール 

 

③ 化学テロ発生時の必要薬剤の種類・量の

再検討について（水谷太郎） 

i. 東京都内、千葉県内施設の解毒剤の

備蓄に関する書面調査 

１） 調査対象 

• 平成29年度の調査において回答が得

られなかった東京都内の災害拠点

病院 19 施設 

• 東京都に隣接する千葉県東葛南部

に所在する災害拠点病院 6 施設 

• 千葉県内の主要医薬品卸業者 4 社

28 事業所（営業所、物流センターを

含む） 

２） 調査期間 

2018 年 12 月 5 日(水)～2018 年 12 月 11

日（火） 

３） 調査方法 

病院には（資料 1）のアンケート調査用

紙を、医薬品卸業者には（資料 2）を郵送

により発送し、回収を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 1.病院宛調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.医薬品卸宛調査票 

 

 

 

 

 



 

 

 

ii. 医薬品の必要備蓄数量の再検討 

平成 29 年度の研究において検討した

(1)屋外大型施設と(2)屋内大型施設にお

けるサリン散布事案シナリオの被害想定

を基に、各発災現場から半径 10km 圏内

の災害拠点病院の解毒剤の保有数量か

ら、必要備蓄量を再検討した。なお、平成

29 年度の研究において回答が得られた

医療機関等の保有数は不変と想定した。 

iii. 東京都以外のオリンピック主要競技会

場近隣施設の解毒剤の備蓄に関する

書面調査 

１） 調査対象 

東京都以外のオリンピック主要競技

会場 11 施設の近隣災害拠点病院

23 施設 

２） 調査期間 

2019 年 1 月 17 日(木)～2019 年 1 月

23 日(水) 

３） 調査方法 

アンケート調査用紙（資料 1）を郵送

により発送し、回収を行った。 

 

④ 化学災害・化学テロ対応に関する資料の

収集と新たなテロ対策の構築について

（吉岡敏治） 

国内外の研究会・検討会、医学会等を

通じて得られた Personal Communication

を含む情報から、文献的裏付けの得られ

た事実を整理し、物性や毒性等、過去に

作成された既存の各種化学剤に関するデ

ータを更新するとともに、発災時に使用で

きる概要版を作成する。データが未整理

であった第 4 世代神経剤（ノビチョク）、フ

ェンタニル、リシンについて個々のデータ

ベースを合わせて作成した。また、神経

剤・びらん剤の対応の基本をポスターとし

て作成し、オリパラ会場近隣の災害拠点

病院等に配布し内容・使用感等について

の Web アンケートを実施した。 

 

⑤ 国家備蓄及び流通在庫の配送スキーム

（ロジスティック面含む）について（近藤久

禎） 

以下の項目に関して検討し、東京オリン

ピック・パラリンピック時の化学テロ等災害

時の実効性のある搬送スキームを考案し

た。 

I. 東京都 23 区以外の開催地域における戦

略的配備案と搬送スキームの考案 

詳細な項目としては、（1）備蓄の配置場

所、（2）備蓄の搬送スキームに関して調査

した。 

II. 解毒剤投与の時間目標を達成するための

具体的な指揮命令系統･搬送ツールの検

討 

詳細な項目としては、（1）陸路による搬

送、（2）空路による搬送、（3）指揮命令系

統･搬送ツールの選定に関して検討した。 

III. 作成した搬送スキームに基づく訓練用フ

ロー図を作成し、解毒剤配備と配送時の

連携体制の検討 

 

 

Ｃ  研究成果 

〇分担研究の結果概要 

① 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病

院前）について（阿南英明） 

以下の 10 項目を提言としてまとめた。 

Ⅰ．テロに使用される化学剤の特性  

Ⅱ．事案の想起  

Ⅲ．避難・救助  

Ⅳ．多様な要救助者対応  

Ⅴ．コミュニケーション（被災者への情報提供・

除染方法の伝達・行動誘導）  

Ⅵ．除染  

Ⅶ．防護と検知  

Ⅷ．ゾーニング  

Ⅸ．現場医療  

Ⅹ．警察捜査との連携の重要性  

 

 上記の提言事項の中には、従来浸透してき

た考え方からシフトした事項と、新たに提言し

た事項がある。 

1. 従来の考え方からシフトした事項 



 

① 検知活動と救護活動は同時並行で実

施されるべきであること（検知・ゾーニン

グ活動優先からのシフト） 

② ファジーなゾーニングの許容（検知を

前提とした厳密なゾーニング設定から

のシフト） 

③ 曝露リスクに基づく適切な個人防護具

の選択（レベル A 防護具のみによる救

助活動からのシフト） 

④ 特殊資機材に頼らない除染の実施（特

殊設備を前提とした除染からのシフト） 

⑤ 早期医療介入のために必要な要件や

手法の検討（非汚染地域における医師

による介入のみの前提からのシフト） 

 

2. 新たな提言事項 

① 救援者が現着後にまず行うべき行動と

して、避難の指示を明示する必要性 

② 多様な被災者を念頭においた対策の

策定の必要性 

③ 階層化され線形に実施する除染 

④ 特殊資機材の到着を待たない救助活

動の開始 

 

上述の内容を盛り込んで、「化学テロ等発生

時の多数傷病者対応（病院前）に関する提

言」（以下、「本提言」という。）を作成した。（阿

南分担報告書参照） 

 

② 化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病

院内）について（本間正人） 

検討①： 

机上訓練では周辺医療機関 10 施設のうち

水除染設備あり 40％、防護服あり 50％（レベ

ル C 平均 2.1 着：最低 0 着、最高 5 着）で政令

都市といえども脆弱であった。 

検討②： 

総合訓練から得た課題として、ゲートコント

ロール前の大行列、除染前トリアージ判断の

困難、除染前トリアージ結果を除染エリア担当

者への伝達が困難、水除染前の大行列、防

護衣（PPE）の数の不足、交代要員の不足（防

護服の不足）、病院に入るまでに時間がかかり

重症患者の救命困難があげられた。 

検討③： 

有識者による WG では、検討①、検討②の

結果と欧米の最新の知見をふまえ、初動マニ

ュアルの改訂項目の検討を行った。その結

果、 

１．基本的な考え方（患者の救命率最大化の

追求） 

２．個人防護具(PPE)の考え方（曝露リスクに基

づく合理的な PPE の選択） 

３．除染の考え方（脱衣と乾的除染の重要性） 

４．ゲートコントロール（迅速な実施と追加的役

割） 

５．サーベイ（トキシドロームと放射線検知） 

６．ゾーニング（院内での除染前後の区別） 

７．平時とテロ災害対応の連続性（平時の化学

物質中毒対策の延長線としてのテロ対策） 

の 7 項目について改定が必要と考えられ、結

果を踏まえ、最新の知見を踏まえた初動マニ

ュアルの改定を行った。（本間分担報告書参

照） 

CHEMM-IST アンケート（高橋研究協力者） 

対象医療機関 109 施設の内、15 施設より回

答を得られた（回収率 13.8%）。本リーフレット

の施設内配布については、「配布したい」が

13 施設（86.7.7%）、「配布したくない」が 2 施設

（8.3%）であった。また配布したくない理由につ

いては、「使う頻度が極めて低いものをリーフ

レットとして配布する意義が少ない（4 施設）」

「文字が小さすぎて見づらい（4 施設）」などが

挙げられた。 

 

③ 化学テロ発生時の必要薬剤の種類・量の

再検討について（水谷太郎） 

i. 東京都内、千葉県内施設の解毒剤の

備蓄に関する書面調査 

調査票の回収率は、東京都内の病

院は 68.4%で、平成 29 年度の調査結果

と合わせる計 92.5%となった。東京都に

隣接する千葉県東葛南部に所在する

病院は 100%、医薬品卸業者は 100%で

あった。 

各解毒剤の病院における保有状況を



 

みると、国内市販解毒剤では、シアノキ

ットを保有する病院や、ホメピゾール点

滴静注を保有する病院は極めて少なく、

バル筋注を保有する病院も少なかった。

また、ラディオガルダーゼカプセルは全

ての病院で保有していなかった。院内

製剤については、グルコン酸カルシウム

ゲルは全ての病院で保有していなかっ

た。また、保有する解毒剤の品目、数量

は病院間で大きな偏在を認めた。 

医薬品卸業者の事業所における各

解毒剤の保有状況をみると、シアノキッ

ト、メチレンブルー静注、ホメピゾール点

滴静注を保有する施設が少なかった。

また、ラディオガルダーゼカプセルは全

ての施設で保有していなかった。物流

センター機能を担っている事業所にお

ける解毒剤等の保有数量が、その他の

事業所に比べ多い状況であった。 

ii. 医薬品の必要備蓄数量の再検討 

(1) 屋外施設におけるサリン事案 

平成 29 年度の研究では、屋外施設

災害事案として、大型競技施設である

屋外大型競技会場内でペットボトルに

入れたサリンがまかれる事案を想定し、

初期投与に必要な解毒剤の数量を検

討した。重症・中等症患者 410 名には、

解毒剤のアトロピンとパムを重症度に応

じ必要量を投与する。軽症患者 340 名

には、解毒剤のアトロピンのみを投与す

る。発災競技会場から半径 10km 圏内

にある災害拠点病院で保有する解毒剤

の数量は、本シナリオにおける各患者

への初期投与に必要な数量と比べ明ら

かに不足していた。 

(2) 屋内施設におけるサリン事案 

平成 29 年度の研究では、屋内施設

災害事案として、屋内大型競技会場内

で発生したサリンよる事件を想定したシ

ナリオを作成し、初期投与に必要な解

毒剤の数量を検討した。 

本シナリオにおいては、観客席で、ペ

ットボトルに入れたサリンがまかれる事

案を想定し、初期投与に必要な解毒剤

の数量を検討した。被災者人数は 500

名で、うち重症患者（赤タグ）100 名、中

等症患者（黄タグ）200 名、軽症患者は

200 名と想定した。 

重症・中等症患者 300 名には、解毒

剤のアトロピンとパムを重症度に応じ必

要量を投与する。軽症患者 200 名には、

解毒剤のアトロピンのみを投与する。発

災競技会場から半径 10km 圏内にある

災害拠点病院で保有する解毒剤の数

量は、本シナリオにおける各患者への

初期投与に必要な数量と比べ明らかに

不足していた。 

iii. 東京都以外のオリンピック主要競技会

場近隣施設の解毒剤の備蓄に関する

書面調査 

調査票の回収率は、95.7%であった。

各解毒剤の病院における保有状況は、

東京都内、千葉県内施設と同様の傾向

であり、シアノキットを保有する病院や、

ホメピゾール点滴静注を保有する病院

は極めて少なかった。保有する解毒剤

の品目、数量は地域によって偏在を認

めた。 

 

④ 化学災害・化学テロ対応に関する資料の

収集と新たなテロ対策の構築について

（吉岡敏治） 

8 類型 25 種類の古典的化学剤と、フェ

ンタニル、リシン、ノビチョクのデータバンク

を作成した。 

データベース にこれまで未収載であっ

た製造と使用の歴史について、各化学剤

毎に記載をし、物性では環境汚染の持続

時間等一部未ファイルであった部分を、

可能な限り補足した。臨床現場において

最重要な情報である中毒症状と治療につ

いては、概要と詳細に分け、発災時に時

間を掛けずに対応できるように再整理した。

サリンの治療では米軍のプラリドキシム

(PAM)とアトロピン、ジアゼパムによる対応

を収載し、さらにドイツで開発された PAM



 

よりもより有効とされるオビドキシムについ

て、記載した。 

除染の項では最新の米国の除染ガイド

ラインに基づき、サリンは曝露後 50 分以

上経つと、除染を行う意義はないとされる

一方、マスタードは 22 時間は除染の必要

がある旨を記載し、乾的除染と放水による

応急除染、反応性皮膚除染ローション

(Reactive Skin Decontamination Lotion: 

RSDL)による拭い取り除染の意義及び重

要性を併記した。 

医療機関向けポスターについてはアン

ケート回収率が低く、正確な検証を行う事

は困難であったが、回答のあった全施設

から医療従事者向け情報として配布する

という回答が得られており、オリパラに向け

た化学テロ対応に向けて、情報提供に関

する一定の有用性が確認された。 

 

⑤ 国家備蓄及び流通在庫の配送スキーム

（ロジスティック面含む）について（近藤久

禎） 

Ⅰ．東京都 23 区以外の開催地域における

戦略的配備案と搬送スキームの考案 

（1）備蓄の配置場所 

 東京都以外の開催会場場所に関して

は、東京オリンピック･パラリンピックの競

技大会組織委員会によれば(3)、北海道、

宮城県、福島県、埼玉県、茨城県、千葉

県、神奈川県、静岡県の 9 カ所で開催が

予定されている。それによると、東京都以

外の開催会場はそれぞれ 1〜3 カ所であ

った。そのため、解毒剤投与の 2 時間以

内を目標として国家備蓄の事前分配場

所を検討した。検討の詳細事項について

は安全保障の観点から非公開とした。 

 

（2）搬送スキームの作成 

 国家備蓄を事前に開催都道県に分配

備蓄し、さらにその備蓄の一部を開催自

治体において戦略的に設置する拠点施

設に初期配置する案を検討した。そして、

それぞれの備蓄の戦略的供給方法として

「二つの矢構想」を考案した。それをもと

に、拠点施設から発災場所付近の医療

機関に解毒剤を搬送する「一の矢」と各

都道県に分配された備蓄から対応医療

機関に解毒剤を搬送する「二の矢」とする

搬送スキームを作成した。 

（図２：国家備蓄の「二つの矢構想」モデ

ル） 

 

Ⅱ．解毒剤投与の時間目標を達成するため

の具体的な指揮命令系統･搬送ツールの検

討 

 東京オリンピック・パラリンピック開催の中

心である東京都をモデルとして、解毒剤の

具体的な搬送ツールについて検討した。 

（1）陸路による搬送 

 解毒剤を陸路で搬送する場合、道路の

渋滞状況を鑑みる必要がある。それにつ

いて東京オリパラ開催時の道路渋滞予測

が発表されている (4)。その発表によると、

都内の一般道・高速道路では普段の交

通量と比べて 1.3〜3 倍となり、通常走行

では非常に時間を要することが分かった。

そのため、陸路搬送には緊急走行が最

低条件である。東京都で通常時に緊急走

行した場合、2.5km で平均 7.8 分要すると

報告されている(5)。東京オリパラ時は、渋

滞予測も考慮して、緊急走行では 10km

範囲内で最長 101.4 分要することが分か

った。 

 

（2）空路による搬送 

 東京 23 区内の屋上ヘリポートを有して

いる施設に配備する場合、交通渋滞を鑑



 

みれば、空路搬送は有力な搬送手段とな

る。ヘリコプターの距離と飛行時間に関し

ては、30km で 15 分、50km で 25 分要す

る。東京都のほぼ中央に立川広域防災

基地があり、首都直下地震時に陸上自衛

隊立川駐屯地に航空搬送拠点臨時医療

施設（SCU）を設置する計画がある。そこ

で、例えば、立川駐屯地を空路搬送拠点

とした場合、50km 範囲で東京都全域をカ

バーすることができ、ヘリ搬送で約 25 分

要することが分かった(Fig.2)。 

 

 (図３:立川駐屯地からヘリによる搬送所

要時間．赤円 25km、緑円 50km) 

 

（3）指揮命令系統･搬送ツールの選定 

 事前に分配備蓄した解毒剤を目標投与

時間内に供給するための戦略としての

「二の矢構想」を実現するためには、迅速

な指揮命令と搬送ツールが必要不可欠

である。 

 搬送手段に関して、「一の矢」では、搬

送時間の検討から陸路搬送で対応するこ

とが可能であることが分かった。そのため、

搬送時間の検討から赤色灯があり緊急走

行できる車両が必要である。緊急車両と

し て は 、 消 防 救 急 車 両 、 警 察 車 両 、

DMAT カー、日赤輸血運搬車、自衛隊車

両などが挙げられる。さらに迅速性という

意味では空路の使用も検討できる。 

 一方、「二の矢」では、迅速性の観点よ

り、ヘリを用いた空路搬送が主軸となる。

ヘリの種類に関しては、輸送する物品の

大きさにもよるが、対応拠点となる病院の

ヘリポートの耐荷基準から中型ヘリの使

用が妥当である。 

 

Ⅲ．作成した搬送スキームに基づく訓練用

フロー図を作成し、解毒剤配備と配送時の

連携体制の検討 

 解毒剤の戦略的配置と戦略的供給に基

づいた搬送スキームを作成し、それに従い

訓練用フロー図を作成した（Fig.3,4）。 

 

 (図４:国家備蓄の事前分配スキーム) 

 (図５:二の矢構想搬送スキーム図) 

 

 

Ｄ  考察 

① 化学テロ等発生時の多数傷病者対応

（病院前）について（阿南英明） 

化学災害・テロの医療対応も、通常の

救急医療と同様に早期の医療介入は普

遍的な重要概念であり、その成否が被害

者の生命予後・機能的予後に直結する。

先進諸外国においては、救助者の安全

確保と早期の被災者救援の両立を図ると

いう一見すると二律背反するこの課題に

ついて、基礎研究や実証実験等を重ね、

その両方を担保する手順の構築の模索

が続けられている。 



 

本分担研究では、救急医療の観点か

ら、現場対応者の安全を確保とより多くの

危機的な被災者の救命を両立させる観

点から、近年の新たな科学的知見やベス

トプラクティス等の検討に基づいて、化学

テロ発生時の病院前対応に関する提言

を作成した。万が一、我が国でサリンなど

の毒物が散布される事態が再び発生した

としても、当時より対応者の安全が守られ、

多くの被害者の命を救う救護活動が実施

される体制を構築することが強く望まれ

る。 

 

② 化学テロ等発生時の多数傷病者対応

（病院内）について（本間正人） 

東京地下鉄サリン事件では、病院で

の医療者の２次被害が問題となった。

このため、現行の初動マニュアルや

NBC 災害・テロ対策研修等では、「対

応要員のレベル C の PPE の着用の徹

底」、「病院建物に入る前の除染実施

の徹底」、「汚染区域と非汚染区域の

区別の徹底」が強調されてきた。一方

で、実際の訓練で検証を行ったところ、

こうした活動の重視は、ゲートコントロー

ルや除染エリアの手前で多くの患者の

停滞を生み、救命処置や解毒薬投与

への遅れにつながり、生命及び機能的

予後に大きく影響を与えることが明らか

となった。東京地下鉄サリン事件では、

心肺停止の患者が迅速な救命処置に

より社会復帰した症例が報告されてい

る。患者の救命を最大限に尊重し、時

間を意識した対応が求められる。 

 

③ 化学テロ発生時の必要薬剤の種類・量の

再検討について（水谷太郎） 

本研究では、オリンピック主要競技会

場内で発生したサリン散布事案を想定し、

解毒剤であるアトロピンとパムの必要数量

を再検討した。災害拠点病院の在庫数量

では初期および継続投与量に不足が生

じる可能性があり、保有する解毒剤の品

目、数量は病院間で偏在しているため、

化学テロ・災害発生時に受け入れ可能な

被災患者数も病院間で偏りを生じる可能

性がある。 

災害拠点病院を中心とした解毒剤の

備蓄量を見直し、必要な場所に十分な量

を供給できる体制の確保が重要である。

国の化学災害・テロ対策の一環として、適

切なシミュレーションを実施し、戦略的な

備蓄体制を構築することが望まれる。 

 

④ 化学災害・化学テロ対応に関する資料の

収集と新たなテロ対策の構築について

（吉岡敏治） 

世界各地で多数発生しているテロの種

類を鑑みるに、通常の多数傷病者対応の

知識・方法に上乗せして、特殊災害の中

でも、特に発生する可能性の高い化学テ

ロへの対応体制について、最新の科学的

知見に基づく見直しが重要である。この

体制作りの基礎として、化学剤に関する

近年の新たな科学的知見を集約したデ

ータベースを作成した。今後、本知見をも

とに、検知、個人防護、ゾーニング、除染、

搬送、治療等について、見直しが実施さ

れることが望まれる。また、医療機関とし

て、その責務を果たすための設備や体制

のあり方、役割分担と相互応援体制、医

療や防災の計画のあり方についても再検

討することも必要である。 

 

⑤ 国家備蓄及び流通在庫の配送スキーム

（ロジスティック面含む）について（近藤久

禎） 

本研究において、解毒剤の2時間以内

の投与を目標に掲げ、｢二つの矢構想｣を

用いて搬送を行う戦略的搬送スキームと

して、全ての開催地における戦略的配置

と戦略的供給方法について検討した。そ

の結果、国家備蓄を開催都道県に事前

に分配配備し、さらにその一部を各都道

県において指定する拠点施設に初期配

置する戦略的配置を考案した。しかし、国



 

家備蓄をあらかじめ東京オリパラ会場近く

に集めておくことは、備蓄を偏らすことと

なり、地方（開催会場以外）で大規模テロ

が起こった場合には対応が困難となるこ

とが懸念された。そのため、既存の国家

備蓄のみではなく、東京オリパラ用の解

毒剤の確保と準備が重要であることが判

明した。 

また、より具体的な戦略的供給方法と

しての｢二つの矢構想｣を考察し、特に東

京都では、「一の矢」では緊急走行による

陸路搬送で対応することができ、「二の

矢」としては、特定の場所を拠点施設とし

た場合、ヘリを使用した空路搬送で対応

できることが分かった。加えて、解毒剤を

必要な時間内に必要量を搬送するため

の指揮命令系統として、｢NBC テロその他

大量殺傷型テロ対処現地関係機関連携

モデル｣に則った都道府県・国共に迅速

かつ効果的な体制構築が重要であり、消

防・警察機関のみならず、自衛隊や海上

保安庁等の協力が必要であることが分か

った。それに伴い、実効的な連携体制を

進めていくために、自衛隊への訓練参加

を条件とした搬送スキームの流れと訓練

用フロー図を作成した。 

今後は、本訓練や机上訓練を実施し、

具体的な時間目標が達成できることを確

認し、国家備蓄配送時の実効的な連携

体制の検討を進めることが必要である。 

 

Ｅ  結論 

 本研究により、化学テロ対応等に関する海

外の最新の知見や準備・対応状況、国内の体

制整備状況・課題等を踏まえ、現場対応者の

安全を確保とより多くの危機的な被災者の救

命を両立させる観点から、効率的・現実的な

対応に向けた提言がなされた。特に、時間的

概念を含めた対応へのシフトという意味では、

現場での解毒薬投与に向けた自動注射器の

準備（コールドゾーンでの医療者による使用の

みならず、ホットゾーンで活動する部隊・人員

による使用）や、現場における除染の即応性・

迅速性の向上（乾的除染での除染ローション

の使用、通常消防装備を用いた除染等）につ

いて、オリパラ前に早急に体制整備を検討す

る必要があると考える。 

また、各種化学剤に関するデータベースの

改訂・新規策定により、最新知見に基づいた

対応が行える形に再整備された。今後は、化

学剤のみならず、CBRNE テロ等における包括

的な医療対応について既存資料の整理を行

いつつ、現場の幅広い医療従事者が迅速・簡

便に活用出来る形に整理する必要があると考

える。 

更に、現状の解毒剤の保有状況を鑑みると、

国家備蓄を含む都道府県の枠を超えた医薬

品保有・活用の仕組みが必要であるため、オリ

パラに向けて国家備蓄の開催都道県への事

前配置を含めた、戦略的配備・搬送スキーム

案を策定した。これにより、国家備蓄使用にお

いてより迅速かつ効果的な体制構築が可能と

考える。今後は国家備蓄の戦略的かつ動的・

継続的な維持に向け、科学的知見に基づい

たテロ対応シミュレーションモデル等により、

様々な発生状況・場所を想定した配置・配送

の最適化の検討を行う必要があると考える。 
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資料２. 医薬品卸宛調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図１. CHEMM-IST 使用マニュアル（リーフレット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図２. 国家備蓄の「二つの矢構想」モデル 

 

図３:立川駐屯地からヘリによる搬送所要時間．赤円 25km、緑円 50km 

 

 

 

 



 

図４:国家備蓄の事前分配スキーム 

 

図５:二の矢構想搬送スキーム図 
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